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	　　　大阪府温泉施設に係る可燃性ガス安全対策指導指針

　　　第１章　総則

（目的）

第１条　この指針は、温泉掘削等工事及び温泉の利用に必要な可燃性ガス対策について行政指導の内容となる事項を定めることにより、可燃性ガスによる事故の未然防止と温泉利用施設の安全確保を図り、もって府民の生命、身体及び財産を可燃性ガスによる事故から保護することを目的とする。

（定義）

第２条　この指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 可燃性ガス　地層中又は地下水中に存在し、メタンを主成分とする可燃性ガスをいう。

(2) 温泉掘削者  温泉法（昭和23年法律第125号）第３条第１項に規定する土地の掘削の許可又は同法第11条第１項に規定する
増掘の許可を受け、掘削等の工事を行う者をいう。

(3) 温泉利用施設管理者　温泉を利用する施設の設置者又はその管理者をいう。

(4) 温泉掘削等工事　温泉掘削者が行う掘削等の工事をいう。

(5) ケーシングパイプ　掘削した孔壁を保護するために設置する鋼管等をいう。

(6) 可燃性ガス噴出　温泉掘削等工事により、可燃性ガスがガス状態で噴き出ることをいう。

(7) 噴出防止装置　可燃性ガス及び温泉水の自噴を遮断するために設置する装置をいう。

(8) 泥水循環方式　掘削により削EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(はく),剥)された土石を泥水の循環によって連続的に坑井内から地表に運び、地表において泥水から土石を除去することによって実施される掘削方法をいう。

(9) ％ＬＥＬ　爆発下限界濃度（Lower Explosive Limit：可燃性ガスが空気又は酸素と混合して着火によって爆発を起こす最低濃度）を100％とした測定濃度の百分率をいう。

(10) 検知器　可燃性ガスが爆発下限界濃度の10％（メタンガス10％ＬＥＬ）に達したときに警報を発する装置をいう。

(11) 動力装置　地中より温泉水をくみ上げる装置をいう。

(12) 貯湯タンク　源泉槽等くみ上げた温泉水を貯留する貯水槽をいう。

(13) ガスセパレーター　くみ上げた温泉水からガス成分を分離する設備をいう。

(14) 屋内　屋内又は地下室で、空間が壁及び天井で閉鎖されている構造のものをいう。

（対象となる地域）

第３条　可燃性ガス安全対策について指導を行う地域は、府全域とする。

　　　第２章　温泉掘削等工事における可燃性ガス安全対策

（噴出防止装置）

第４条　温泉掘削者は、掘削を行うに当たって、坑内洗浄段階まで、ケーシングパイプの頂部に可燃性ガス噴出を遮断できる噴出防止装置を設置して作業を行うものとする。また、その後の作業に当たっても、可燃性ガスの噴出がないことを確認できるまで噴出防止装置を取り付けるものとする。

２　噴出防止装置は、原則として掘削EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ろ),櫓)の外側から遠隔操作ができるものとする。

３　掘削方法として泥水循環方式を採用する場合には、可燃性ガス噴出を防止できる泥水比重とするものとする。

（可燃性ガス濃度の測定等）

第５条　温泉掘削者は、掘削等の作業中、可燃性ガス濃度を、１日１回以上測定し、その結果を記録するものとする。なお、可燃性ガス噴出の可能性が高くなる坑内洗浄段階等では測定の頻度を高めるものとする。

２　測定の単位は、濃度百分率以上の精度又は％ＬＥＬとするものとする。

３　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業中、坑口又は可燃性ガスが滞留する可能性のある場所に検知器を設置し、作動させておくものとする。

４　温泉掘削者は、検知器による測定のほか、気泡の発生、掘削に使用する泥水の循環量及び比重の異常な増減その他の可燃性ガス噴出の兆候の把握に努めるものとする。

（温泉掘削等工事の作業休止中における措置）

第６条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業をしていないときであっても、可燃性ガス噴出を防止するための措置を講じるものとする。

（非常用泥水の準備）

第７条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事において、突発的な可燃性ガス噴出があった場合に備え、適正比重の泥水を円滑に調製し、坑内へ注入できる体制を整えるものとする。

（火気の使用制限）

第８条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の全工程において、掘削坑口から８ｍ以内の区域では、裸火その他の危険な火気を使用しないものとする。ただし、安全な措置を講じた上で使用する場合は、この限りでない。

（表示等）

第９条　温泉掘削者は、工事作業場内各所の見やすい場所に、火気厳禁を示す表示板を設けるものとする。また、緊急時に使用しやすい場所に消火器を設置するものとする。

（電気施設の制限）

第10条　工事作業場内に設置する電気施設は、原則として防爆仕様のものとする。これによらない場合には、掘削坑口付近から遠ざける等、火災防止の措置を講じるものとする。

（可燃性ガス安全対策管理責任者）

第11条　温泉掘削者は、工事作業場内に可燃性ガス安全対策管理責任者（以下「工事管理責任者」という。）を置くものとする。

２　工事管理責任者は、可燃性ガス噴出防止作業について熟知している者とし、工事作業場内における可燃性ガス安全対策の円滑な実施及び安全の確保をその役割とする。

（管理記録）

第12条　温泉掘削者は、次に掲げる事項について記録するものとする。

(1) 噴出防止装置の機器の設置、作動確認、保守等の状況

(2) 作業のためやむを得ず火気を使用する場合にあっては、使用した理由及び機器名、使用時間、機器の作業責任者名等

２　前項の規定による記録については、温泉掘削等工事の終了の日から３年間保存するものとする。

（現場作業員の教育）

第13条　工事管理責任者は、現場作業員に対し、可燃性ガス安全対策についての教育を行うものとする。

（役割分担及び人員配置）

第14条　温泉掘削者は、関係者に対し、事故が発生した場合の役割分担及び人員配置を明確にするものとする。

（緊急連絡体制）

第15条　温泉掘削者は、事故が発生した際に適切に対応できるよう、府及び関係機関等への緊急連絡体制を整備するものとする。

（危険濃度を測定した際の緊急連絡）

第16条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業中に可燃性ガス濃度が危険濃度に達し、又は検知器が警報を発したときは、直ちに作業を中断し、府及び関係機関等に連絡するものとする。

（標識の設置）

第17条　温泉掘削者は、工事着手の１週間前までに、次に掲げる事項を記載した標識を当該工事現場（申請地付近）の見やすい場所に設置し、工事の完了又は廃止までの間、維持するものとする。

(1) 温泉の利用目的

(2) 温泉掘削等工事をしようとする土地の所在地又は地番

(3) 掘削深度

(4) 可燃性ガス安全対策

(5) 工事着手予定日及び工事完了予定日

(6) 温泉掘削者の住所、氏名及び電話番号並びに工事に係る責任者の氏名

(7) 工事請負人の住所及び氏名

(8) 標識設置年月日

(9) 温泉法第３条第１項に規定する土地の掘削の許可又は同法第11条第１項に規定する増掘の許可に係る許可年月日及び許可番号

（報告及び助言）

第18条　温泉掘削者は、工事中に記録した可燃性ガス濃度について、工事の引渡しまでに、温泉利用施設管理者に書面により報告するとともに、可燃性ガスが検出されている場合は、その対策等について書面により助言するものとする。
（温泉掘削等工事を請け負わせる場合の措置）

第19条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の全部又は一部を他の者に請け負わせるときは、当該他の者に対し、第４条から前条までの規定により可燃性ガス安全対策を講ずるよう求めるものとする。
（適用除外）

第20条　温泉掘削等工事において、周辺地域の実例等により可燃性ガスの噴出のおそれが明らかにないと認められる場合は、第４条、第５条第３項、第６条、第７条及び第12条第１項第１号の規定は、適用しない。

　　　第３章　温泉利用施設の可燃性ガス安全対策

（温泉利用施設管理者の対策）

第21条　温泉利用施設管理者は、第18条の規定による報告及び助言に基づき、適切な可燃性ガス安全対策を行うものとする。

（可燃性ガスの測定）

第22条　温泉利用施設管理者は、動力装置稼働時（自噴泉の場合にあっては、通常時をいう。以下同じ。）における温泉井戸及び貯湯タンク内（貯湯タンクを有せず直接送湯する場合にあっては、利用場所をいう。以下同じ。）の可燃性ガス濃度を年１回以上測定するものとする。

２　動力装置稼働時における温泉井戸及び貯湯タンク内から可燃性ガスが検出された場合は、可燃性ガスが充満する可能性のある箇所及び当該温泉水を利用している浴室等の可燃性ガス濃度についても年１回以上測定するものとする。

３　前２項の規定による測定において、可燃性ガスが20％ＬＥＬ以上で検出された場合は、測定の頻度を高めるものとする。

４　測定の単位は、濃度百分率以上の精度又は％ＬＥＬとするものとする。

５　温泉利用施設管理者は、第１項及び第２項の規定による測定の結果を記録するものとする。

６　前項の規定による記録については、当該記録を行った日から３年間保存するものとする。

（設備の基準）

第23条　温泉井ピット、貯湯タンク、ガスセパレーター等可燃性ガスが発生するおそれのある設備は、原則として屋外に設置するものとする。

２　動力装置稼働時における温泉井戸及び貯湯タンクから可燃性ガスが検出された場合において前項の設備を屋内に設置するとき（既存の施設において屋内に設置している場合を含む。）は、次に掲げる基準に適合させるものとする。

(1) 前項の設備において可燃性ガスが充満しないよう、換気装置（換気口及び通気口を含む。）を設け、直接屋外へ排気できる構造とすること。やむを得ずいったん屋内に排気する場合は、可燃性ガスが充満しないよう、別に換気装置を設置し、屋外へ排気できる構造とすること。

(2) 動力装置は、換気装置が機能している場合のみ稼働する構造とすること。ただし、換気装置を24時間常時機能させる場合は、この限りでない。

(3) 可燃性ガスが充満する可能性のある箇所に検知器を設置し、作動させておくとともに、温泉利用施設管理者が容易に確認できるようにしておくこと。また、検知器が警報を発した場合に温泉動力装置が自動停止する構造とすること。

(4) 換気設備、検知器、配電盤等の電気機械設備を新たに設置する場合は、防爆型のものとすること。なお、既設の電気機械設備についても防爆型のものとするよう努めること。

３　動力装置稼働時における温泉井戸から可燃性ガスが10％ＬＥＬ以上検出された場合において、貯湯タンクを設けず、温泉井戸から直接温泉水が浴槽に注入されているときは、当該浴槽に係る浴室は、次に掲げる基準に適合させるものとする。

(1) 直接屋外に可燃性ガスを排気できる換気設備を設けること。

(2) 検知器を設置すること。

４　前項第２号の検知器については、その作動を温泉利用施設管理者が容易に確認できるようにするとともに、検知器が警報を発した場合に温泉動力装置が自動停止する構造とすること。

（火気の使用制限）

第24条　温泉井戸、貯湯タンク、ガスセパレーター等可燃性ガスが発生する設備の付近及び充満するおそれのある場所では、火気を使用しないものとする。ただし、安全な措置を講じた上で使用する場合は、この限りでない。

（施設に係る可燃性ガス安全対策管理責任者）

第25条　温泉利用施設管理者は、温泉利用施設ごとに施設に係る可燃性ガス安全対策管理責任者を置くものとする。
２　前項の施設に係る可燃性ガス安全対策管理責任者は、可燃性ガス等の安全対策に熟知している者とし、温泉利用施設における可燃性ガス安全対策の円滑な実施及び安全の確保をその役割とする。

（管理記録）

第26条　温泉利用施設管理者は、次に掲げる事項を記録するものとする。

２　前項の規定による記録については、当該記録を行った日から３年間保存するものとする。

(1) ガスセパレーターの稼働状況及び保守点検状況

(2) 換気設備の稼働状況及び保守点検状況

(3) 検知器の稼働状況及び保守点検状況

(4) 前三号に掲げるもののほか、可燃性ガスの安全対策に係る事項

（役割分担及び人員配置）

第27条　温泉利用施設管理者は、関係者に対し、事故が発生した場合の役割分担及び人員配置を明確にするものとする。

（緊急連絡体制）

第28条　温泉利用施設管理者は、事故が発生した際、適切に対応できるよう府及び関係機関等への緊急連絡体制を整備するものとする。

（適用除外）

第29条　大阪市、堺市、高槻市及び東大阪市において、この指針と同一の行政目的を実現するために行政手続法（平成５年法律第88号）第２条第８号ニに規定する行政指導指針が定められた場合は、当該指針に係るこの章の規定は、適用しない。

　　　沿　革
平成19年大阪府告示第1356号　（平成19年８月８日から実施する。）

平成20年大阪府告示第123号　　（平成20年１月25日から実施する。）
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３　掘削方法として泥水循環方式を採用する場合には、可燃性ガス噴出を防止できる泥水比重とするものとする。

（可燃性ガス濃度の測定等）

第５条　温泉掘削者は、掘削等の作業中、可燃性ガス濃度を、１日１回以上測定し、その結果を記録するものとする。なお、可燃性ガス噴出の可能性が高くなる坑内洗浄段階等では測定の頻度を高めるものとする。

２　測定の単位は、濃度百分率以上の精度又は％ＬＥＬとするものとする。

３　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業中、坑口又は可燃性ガスが滞留する可能性のある場所に検知器を設置し、作動させておくものとする。

４　温泉掘削者は、検知器による測定のほか、気泡の発生、掘削に使用する泥水の循環量及び比重の異常な増減その他の可燃性ガス噴出の兆候の把握に努めるものとする。

（温泉掘削等工事の作業休止中における措置）

第６条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業をしていないときであっても、可燃性ガス噴出を防止するための措置を講じるものとする。

（非常用泥水の準備）

第７条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事において、突発的な可燃性ガス噴出があった場合に備え、適正比重の泥水を円滑に調製し、坑内へ注入できる体制を整えるものとする。

（火気の使用制限）

第８条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の全工程において、掘削坑口から８ｍ以内の区域では、裸火その他の危険な火気を使用しないものとする。ただし、安全な措置を講じた上で使用する場合は、この限りでない。

（表示等）

第９条　温泉掘削者は、工事作業場内各所の見やすい場所に、火気厳禁を示す表示板を設けるものとする。また、緊急時に使用しやすい場所に消火器を設置するものとする。

（電気施設の制限）

第10条　工事作業場内に設置する電気施設は、原則として防爆仕様のものとする。これによらない場合には、掘削坑口付近から遠ざける等、火災防止の措置を講じるものとする。

（可燃性ガス安全対策管理責任者）

第11条　温泉掘削者は、工事作業場内に可燃性ガス安全対策管理責任者（以下「工事管理責任者」という。）を置くものとする。

２　工事管理責任者は、可燃性ガス噴出防止作業について熟知している者とし、工事作業場内における可燃性ガス安全対策の円滑な実施及び安全の確保をその役割とする。

（管理記録）

第12条　温泉掘削者は、次に掲げる事項について記録するものとする。

(1) 噴出防止装置の機器の設置、作動確認、保守等の状況

(2) 作業のためやむを得ず火気を使用する場合にあっては、使用した理由及び機器名、使用時間、機器の作業責任者名等

２　前項の規定による記録については、温泉掘削等工事の終了の日から３年間保存するものとする。

（現場作業員の教育）

第13条　工事管理責任者は、現場作業員に対し、可燃性ガス安全対策についての教育を行うものとする。

（役割分担及び人員配置）

第14条　温泉掘削者は、関係者に対し、事故が発生した場合の役割分担及び人員配置を明確にするものとする。

（緊急連絡体制）

第15条　温泉掘削者は、事故が発生した際に適切に対応できるよう、府及び関係機関等への緊急連絡体制を整備するものとする。

（危険濃度を測定した際の緊急連絡）

第16条　温泉掘削者は、温泉掘削等工事の作業中に可燃性ガス濃度が危険濃度に達し、又は検知器が警報を発したときは、直ちに作業を中断し、府及び関係機関等に連絡するものとする。

（標識の設置）

第17条　温泉掘削者は、工事着手の１週間前までに、次に掲げる事項を記載した標識を当該工事現場（申請地付近）の見やすい場所に設置し、工事の完了又は廃止までの間、維持するものとする。

(1) 温泉の利用目的

(2) 温泉掘削等工事をしようとする土地の所在地又は地番

(3) 掘削深度

(4) 可燃性ガス安全対策

(5) 工事着手予定日及び工事完了予定日

(6) 温泉掘削者の住所、氏名及び電話番号並びに工事に係る責任者の氏名

(7) 工事請負人の住所及び氏名

(8) 標識設置年月日

(9) 温泉法第３条第１項に規定する土地の掘削の許可又は同法第９条第１項に規定する増掘の許可に係る許可年月日及び許可番　号　
（報告及び助言等）

第18条　温泉掘削者は、工事中に記録した可燃性ガス濃度について、工事の引渡しまでに、温泉利用施設管理者に書面により報告するとともに、可燃性ガスが検出されている場合は、その対策等について書面により助言するものとする。

（適用除外）

第19条　温泉掘削等工事において、周辺地域の実例等により可燃性ガスの噴出のおそれが明らかにないと認められる場合は、第４条、第５条第３項、第６条、第７条及び第12条第１項第１号の規定は、適用しない。

　　　第三章　温泉利用施設の可燃性ガス安全対策

（温泉利用施設管理者の対策）

第20条　温泉利用施設管理者は、第18条の規定による報告及び助言に基づき、適切な可燃性ガス安全対策を行うものとする。

（可燃性ガスの測定）

第21条　温泉利用施設管理者は、動力装置稼働時（自噴泉の場合にあっては、通常時をいう。以下同じ。）における温泉井戸及び貯湯タンク内（貯湯タンクを有せず直接送湯する場合にあっては、利用場所をいう。以下同じ。）の可燃性ガス濃度を年１回以上測定するものとする。

２　動力装置稼働時における温泉井戸及び貯湯タンク内から可燃性ガスが検出された場合は、可燃性ガスが充満する可能性のある箇所及び当該温泉水を利用している浴室等の可燃性ガス濃度についても年１回以上測定するものとする。

３　前２項の規定による測定において、可燃性ガスが20％ＬＥＬ以上で検出された場合は、測定の頻度を高めるものとする。

４　測定の単位は、濃度百分率以上の精度又は％ＬＥＬとするものとする。

５　温泉利用施設管理者は、第１項及び第２項の規定による測定の結果を記録するものとする。

６　前項の規定による記録については、当該記録を行った日から３年間保存するものとする。

（設備の基準）

第22条　温泉井ピット、貯湯タンク、ガスセパレーター等可燃性ガスが発生するおそれのある設備は、原則として屋外に設置するものとする。

２　動力装置稼働時における温泉井戸及び貯湯タンクから可燃性ガスが検出された場合において前項の設備を屋内に設置するとき（既存の施設において屋内に設置している場合を含む。）は、次に掲げる基準に適合させるものとする。

(1) 前項の設備において可燃性ガスが充満しないよう、換気装置（換気口及び通気口を含む。）を設け、直接屋外へ排気できる構造とすること。やむを得ずいったん屋内に排気する場合は、可燃性ガスが充満しないよう、別に換気装置を設置し、屋外へ排気できる構造とすること。

(2) 動力装置は、換気装置が機能している場合のみ稼働する構造とすること。ただし、換気装置を24時間常時機能させる場合は、この限りでない。

(3) 可燃性ガスが充満する可能性のある箇所に検知器を設置し、作動させておくとともに、温泉利用施設管理者が容易に確認できるようにしておくこと。また、検知器が警報を発した場合に温泉動力装置が自動停止する構造とすること。

(4) 換気設備、検知器、配電盤等の電気機械設備を新たに設置する場合は、防爆型のものとすること。なお、既設の電気機械設備についても防爆型のものとするよう努めること。

３　動力装置稼働時における温泉井戸から可燃性ガスが10％ＬＥＬ以上検出された場合において、貯湯タンクを設けず、温泉井戸から直接温泉水が浴槽に注入されているときは、当該浴槽に係る浴室は、次に掲げる基準に適合させるものとする。

(1) 直接屋外に可燃性ガスを排気できる換気設備を設けること。

(2) 検知器を設置すること。

４　前項第２号の検知器については、その作動を温泉利用施設管理者が容易に確認できるようにするとともに、検知器が警報を発した場合に温泉動力装置が自動停止する構造とすること。

（火気の使用制限）

第23条　温泉井戸、貯湯タンク、ガスセパレーター等可燃性ガスが発生する設備の付近及び充満するおそれのある場所では、火気を使用しないものとする。ただし、安全な措置を講じた上で使用する場合は、この限りでない。

（管理責任者の設置）

第24条　温泉利用施設管理者は、温泉利用施設ごとに可燃性ガス安全対策管理責任者（以下「施設利用管理者」という。）を置くものとする。

２　施設管理責任者は、可燃性ガス等の安全対策に熟知している者とし、温泉利用施設における可燃性ガス安全対策の円滑な実施及び安全の確保をその役割とする。

（管理記録）

第25条　温泉利用施設管理者は、次に掲げる事項を記録するものとする。

２　前項の規定による記録については、当該記録を行った日から３年間保存するものとする。

(1) ガスセパレーターの稼働状況及び保守点検状況

(2) 換気設備の稼働状況及び保守点検状況

(3) 検知器の稼働状況及び保守点検状況

(4) 前三号に掲げるもののほか、可燃性ガスの安全対策に係る事項

（役割分担及び人員配置）

第26条　温泉利用施設管理者は、関係者に対し、事故が発生した場合の役割分担及び人員配置を明確にするものとする。

（緊急連絡体制）

第27条　温泉利用施設管理者は、事故が発生した際、適切に対応できるよう府及び関係機関等への緊急連絡体制を整備するものとする。

（適用除外）

第28条　大阪市、堺市、高槻市及び東大阪市において、この指針と同一の行政目的を実現するために行政手続法（平成５年法律第88号）第２条第８号ニに規定する行政指導指針が定められた場合は、当該指針に係るこの章の規定は、適用しない。

　　　沿　革
平成19年大阪府告示第1356号　（平成19年８月８日から実施する。）



